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ABSTRACT；This study aims to develop an evaluation method of the impacts of climate change on 
Social Hazard, which represents the general vulnerability of urban systems. Various kinds of 
vulnerabilities are not only caused by the impacts of climate change, but also by various urban problems 
in an urban system, for example, the increase of automobile traffic, urban sprawling, and location in the 
disaster hazardous area. Social Hazard of a housing lot, the social life cycle cost per one Quality Of Life 
(QOL) unit, is defined as a comprehensive indicator for vulnerability caused by these urban problems. 
This study proposes the representation of Quality of Life, by using the Quality Adjusted Life Year, 
originally developed in the medical field. This evaluation method of the vulnerability of an urban system 
by Social Hazard Index is applied for the examination of adaptation and retreat measures against 
climate change. 
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１ はじめに 
 
人間活動による温室効果物質の排出増大は，地球温暖化や降雨変化などの気候変動を引き起こし，さらに

海面上昇などを通じて人間活動と生態系に様々な影響を及ぼすと予想される．対策として第一に取り組むべ

きは温室効果ガス排出自体の削減であるが，それが十分に行われ効果を発揮する保証はない．そこで，事後

的な対策として，気候変動に地球システムを順応させていく適応策(Adaptation)や撤退策(Retreat)の準備が
必要となってくる．これは人間活動やそれに関連する自然・生態系のあらゆる場が対象となり，むろん，多

くの人間が生活の場として様々な活動を行っている都市においても同様である． 
都市システムにおいては気候変動の影響のみならず，公害問題，犯罪増加，災害危険性，景観悪化，公共

サービス不便地域の出現といった，さまざまな都市問題に起因する脆弱性が従来から存在する．そこで，気

候変動に対する撤退策・適応策を都市政策に反映していくためには，都市システムの一般的な脆弱性を表す

指標を定義し把握した上で，これに気候変動を組み込んで評価することが必要である．言い換えると，気候

変動に対する都市システムの脆弱性を，都市システムの他の脆弱性と比較してその大小を把握しておくこと

が求められる． 
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そこで本研究では，都市システムが持つ一般的な脆弱性を表現する「Social Hazard」概念を提示し，気候
変動に対する都市システムの脆弱性を Social Hazardに換算して表現する手法を構築することを目的とする．
ここで，Social Hazardとは，居住によって得られる生活の質(Quality Of Life：QOL)と居住に伴う社会的費
用(Social Cost)との比と定義する．さらに QOL 指標としては，貨幣評価ではなく余命指標 QALY(Quality 
Adjusted Life Year)を用いる．そして，構築した手法を用いた都市システムの脆弱性評価と，適応・撤退策
の検討の方法について述べる． 

 
２ 都市システムの脆弱性指標としての Social Hazard 

数式セクション        2 
現在，都市システムの脆弱性を高める都市問題の多くは，人口流入による都市の高密化とモータリゼーシ

ョン進展を原動力とするスプロールに起因するものであり，大気汚染等の居住環境の悪化，災害危険地域へ

の立地，インフラ整備地域の拡大などが挙げられる． 
Social Hazard(SH)は，これら都市問題に起因する脆弱性を総合的に評価するための指標として定義されるも
のであり，都市住民の居住地の生活環境質(Quality of Life：QOL)と居住地を維持するために必要な社会的ラ
イフサイクルコスト(Life Cycle Cost：LCC)によって決定づけられると考える．ライフサイクルを考えるのは，
居住地を支えるインフラ等の性能はライフサイクルの各段階で発生する費用が賄われることで維持され，そ

の結果QOL向上に長期にわたって安定的に寄与していると言えるためである． 
SHは式(2.1)に示すように QOL 1単位あたりに投入される LCCと定義する．QOLが大きいほど小さくな
り，LCCが大きいほど大きくなる． 

LCCSH
QOL

=          (2.1) 

 
３ 余命指標を用いた生活環境質評価 
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３．１ 地区への居住から得られるQOLの評価手法 
生活環境質を定量評価する調査研

究は従来から多数存在している．こ

れらは大きく，貨幣価値による評価

とそれ以外の評価に分けられる．非

貨幣評価による QOL 指標の例とし
て，杉山ら 1)は 5つの評価軸を用い
たQOL指標を提案している．また，
吉田ら 2)は W.H.O.による生活の質
の 4大規定要因(安全・健康・快適・
利便性)を意識して，利便性・快適性・安全性からなる「生活の質」指標を提案し，それら 3つを潜在変数と
する共分散構造分析によって定量化している．これら 3要素にも当てはまるものである．これらを参考に本
研究では，居住地の生活環境質を，1)居住地から主要施設への移動抵抗により決まるアクセシビリティ(AC)，
2)景観・居住快適性・周辺自然環境・局地環境負荷からなるアメニティ(AM)，3)地震・洪水・犯罪・交通事
故危険性からなるハザード(H)，という土地自身のもつ 3 要素と，これら 3 要素を需要する居住者が持って
いる価値観との組み合わせで決定されるものと考える． 
各地区の生活環境質を評価するためには，その構成要素である AC，AM，Hに影響を与える環境の物理量，
すなわち，社会資本や公共・民間施設の充実度，眺望や景観の良好度，災害からの安全性といった“生活環

表－１ 本研究における LPs階層構造と属性 
評価要素 指標の例
就業利便性 通勤距離

教育・文化利便性 通学距離
健康・医療利便性 病院までの距離
買物・サービス利便性 スーパーマーケットまでの距離
居住空間使用性 誘導居住水準住宅／最低居住水準住宅
建物景観調和性 よい／悪い
周辺自然環境性 自然が多い／少ない
局地環境負荷性 騒音レベル
地震危険性 被害なし／50%の建物が全半壊
洪水危険性 被害なし／床上浸水
犯罪危険性 1年当たりの犯罪発生件数
交通事故危険性 1年当たりの交通事故発生件数

LPs

AC

AM

H



 

境質向上のための機会”(本研究ではこれらを“生きがいを得られる機会(Life Prospects：LPs)”と呼ぶ)が，
どの程度供給され，どの程度QOL向上に貢献するかを定量的に把握する必要がある．本研究が想定する LPs
を説明する要素の階層構造を表－１に示す．そして，この LPsに「居住者の価値観を表す重み」を乗じたも
のを“居住地から得られる生きがい”すなわち生活環境質(QOL)と定義し，式(3.1)のように定式化する． 

[ ] [ ]( , ) ( ), ( ) ( ), ( ), ( ) , ( ), ( ), ( )AC AM HQOL p l LPs l W p AC l AM l H l w p w p w p= =  (3.1) 

ここで，QOL(p,l)：個人 pの地区 lにおける生活環境質， 
LPs(l)：地区 lにおける“生きがいを得られる機会”，W(p)：個人 pの価値観， 
AC：アクセシビリティ，AM：アメニティ，H：ハザード． 

 
３．２ 個人の価値観の定量化 
 個人の価値観を表す重みWは，コンジョイント分析によって定量化することが可能である．アンケート調
査により，居住希望の強さを基準としたプロファイルの順位関係を得ることができれば，式(3.2)，(3.3)に示
すランクロジットモデルのパラメータを最尤法を用いて推定することにより，属性間の重み，すなわちWが
推計される． 
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 ip p i ipU W ε= +x         (3.3) 

ここで，Pp(1,2,…,J|W)：選好全順序データが得られる確率，Wp：個人 pの属性に対する重みベクトル， 
xi：選択肢 iの属性ベクトル，Uip：個人 pの選択肢 iに対する好ましさ (i=1,2,…,J)， 
J：プロファイル数，εip：誤差項． 

 
３．３ 余命算出モデルによるQOLの評価 

Wによって複数要素が統合されたQOL評価尺度として，本研究では「Quality Adjusted Life Year (QALY)」
3)，4)を用いる．QALYとは，健康状態に基づく生活の質により調整される生存年数のことで，医療分野で資源
の最適配分のために開発された．このQALYを本研究では「QOLによって調整された余命」と再定義し，式
(3.4)に示すように定式化する． 

( ) ( ){ }( ) ( ; ) exp( ) exp
a LE p

QOLa
QALY p W p t Ct t r t a dtβ

+
= − − −∫    (3.4) 

ここで，QALY(p)：個人 pのQALY，a：調査開始年，LE(p)：個人 pの調査開始年 aにおける期待余命， 
WQOL(p;t)：t年での個人 pの生きがいによる重み，Ct exp(-βt)：年齢間の重み， 
exp{-r(t-a)}：時間割引率． 

 

式(3.4)はQALYを，生きがいを表す重みを期待余命に関して積分した値として定義するものである．しか
し，式(3.2)，(3.3)で推計される重みWをQALYの値に直接変換することが困難である．そこで，式(3.2)，(3.3)
のWと，式(3.5)により求められる「地震による損失余命(Lost of Life Expectancy：LLE)」を用いて，各要
素 1 単位における損失余命換算値を算出する．さらに式(3.6)を用いて，個人の獲得余命(Gain of Life 
Expectancy：GLE)を算出する． 
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ここで，LLE1：地震による損失余命，NDe：地震 eによる死亡者数， 
Pe(T,１)：地震 eの最後の発生から T年経過した時点でその後の 1年間に地震 eが発生する確率． 
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ここで，GLE(p,l)：個人 pの地区 lにおける獲得余命，LLE1：地震による損失余命， 
wi(p)：個人 pの評価要素 i(i=AC，AM，H)に対する重み， 
wik(p)：個人 pの評価要素 iの k番目の要素に対する重み(k=1~4)． 

 
次に，式(3.7)に示すように，期待余命にGLE(“生きがい増加[減少]により得られる[失う]余命”)を加える[減
じる]ことによりQALYを算出する． 

( , ) ( ) ( , )QALY p l LE p GLE p l= + ∫       (3.7) 

ここで，QALY(p,l)：個人 pの地区 lにおけるQALY，LE(p)：個人 pの期待余命． 
 

さらに，式(3.7)に示されるQALYを個人について加え合わせたものが，対象とする地区から得られる“生
きがい”であり，式(3.8)のように定式化される． 

 ( ) ( )
( )

( ) ( ){ }
( )

( )
( )

( )
( )

1 1 1 1

, , ,
P l P l P l P l

p p p p

QALY l QALY p l LE p GLE p l LE p GLE p l
= = = =

= = + = +∑ ∑ ∑ ∑  (3.8) 

式(3.8)の第 1項は対象とする地区における全居住者の期待余命の合計値であり，地域別の簡易生命表をも
とに算出することができる．また，第 2項は対象地区における全居住者の損失余命の合計値である．式(3.8)
は，LPsの各要素の属性値と属性間の重み(個人の価値観：W)からQALY (QOL評価値)決定される形となって
いる． 
 
４ 居住地維持のための社会的なライフ

サイクルコスト 
居住地を維持するために必要なライフサ

イクルコスト LCCを，a)内部コスト：対象地
区の居住者のためにのみ投入されているコス

トと，b)外部コスト：対象地区外で，対象地
区内の居住者のために投入されているコスト，

とに分けて考える必要がある．a)の例として，
区画街区や支線上下水道，b)の例として幹線
道路・下水道が挙げられる．a)は地区内の居
住者数と比例関係にあると考えられるが，b)
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図－１ 長野県A市(人口約 10万人)における 
     市道と国・県道への維持管理費支出の割合 



 

は必ずしもそうならない． 
本研究では，このうち a)に該当するもののみを考慮し，b)に該当するものは考慮しない．その理由として，
検討すべき気候変動に対する対策，特に撤退策を実施する際に，幹線インフラ施設の利用も完全に中止され

るということは通常考えられないことが挙げられる．また，図－１に示すように，ある市の主要道路に対す

る支出は対道路橋梁費で 10%，対ライフサイクルコストでは 0.9%であり，主要下水道維持管理費とあわせ
ても総ライフサイクルコストに対して少ない割合となり，b)に該当するライフサイクルコストを考慮しない
ことの問題は小さいと考えられる． 
これらを踏まえたうえで，対象都市各地区におけるライフサイクルコストを 4次メッシュ単位で整備する． 

 
５ 都市システムの気候変動に対する脆弱性評価と撤退・適応策の検討方法 
 
５．１ 気候変動に対する脆弱性の Social Hazard評価 
本研究で構築してきた居住地の SH 評価手法において，都市システムの気候変動に対する脆弱性は図－２
に示すように都市住民にとっての LPsの減少という形で評価され，さらに都市システムの持つ脆弱性を示す
一般的尺度である SH に換算して表現される．この手法によって，実際の都市システムを対象に気候変動の

態様による SHの感度分析を行うことができる．気候変動の影響は主にハザードHに対して現れると考えら
れる．例えば，外力として降雨を考えた場合，その変化は洪水発生の頻度増加や規模増大を引き起こす．そ

の結果，LPsが下がり最終的に SHを増加させることになる． 
 
５．２ 適応・撤退策の検討方法 
 適応・撤退策の検討には，1)適応・撤退策のいずれを実施するのかという選択，2)どの地区から対策を実
施していくのかという優先順位，という視点が考えられる． 

1)適応・撤退策の選択については，式(3.9)に示す QALYを 1単位改善するのに必要な対策実施費用を比較
し，対策実施費用(＝LCC増加)が小さい対策オプションを選択する． 
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ここで，ΔLCC：対策実施に必要な追加的費用，ΔQALY：対策実施によるQALYの改善度合， 
LCCw：対策を実施したときの LCC，LCCw/o：対策を実施しなかったときの LCC， 
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図－２ 気候変動による外力変化の「Social Hazard」への導入概念図 



 

QALYw：対策を実施したときのQALY，QALYw/o：対策を実施しなかったときのQALY． 
また，ΔQALYは，式(3.6)，(3.8)より属性間の重み(個人の価値観：W)が変化しないものとすると式(3.10)の

ように定式化され，気候変動による外力変化に伴う PLs 要素，特にハザードの変化(ΔLLE1，ΔHk)として表
現される． 
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2)実施地区の優先順位を決定する方法として，1)において選択された対策オプションを地区間で比較し，
QALYを 1単位改善するのに必要な対策実施費用の小さい地区から対策を実施していくことが考えられる．
計算結果のイメージを図－３に示す．ただし，対策検討においては，a)対象都市域全体における生活環境質
を低下させないこと，b)経済制約を満足していること，が前提条件として必要となる．そこで，表－２に示
すような表を作成しこれらの条件を満たしているかのチェックを行う． 
 
６ おわりに 
 
 都市システムの気候変動に対する脆弱性の評価方法として，余命換算型の生活環境質指標 QALYを用いた
Social Hazard概念を導入した．これにより，気候変動に対する適応策・撤退策の検討を，従来から行われ
ている経済的側面からだけではなく，生活の質QOLの面から行うことが可能となる．また，提案した Social 
Hazard 指標が QALY を用いていることから，気候変動の影響研究の中で行われている気温上昇に伴う熱中
症の増加といった人間健康に関わる研究成果との統合が容易であるとともに，災害増加による被害の評価に

も適合しやすいと考えられる． 
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図－３ ΔQALY・ΔLCC・ΔQALY/ΔLCCの計算結果のイメージ 

 
表－２ 適応策・撤退策検討表の概念 

適応策1 適応策L 撤退策1 撤退策M
Δ LCC
Δ QALY

Δ LCC
Δ QALY

Δ LCC
Δ QALY

Δ LCC
Δ QALY

Δ LCC
Δ QALY Δ QALY Δ LCC

1
2

N
∑∆QALY ∑∆LCC

選択された対策
地区

対策オプションの選択
実施地区
の

優先順位

∑ΔQALY≧０

経済制約

 


